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調布市の福祉行政と調布ゆうあい福祉公社
――横浜市ホームヘルプ協会を念頭において――
松 原 日 出 子
１．は じ め に
私は，これまで，横浜市ホームへルプ協会の歴史的位置と構造的・機能的特
性を考察する目的から，４つの論考，「横浜市ホームヘルプ協会の設立過程－
「五つの報告書」を中心に－」（松山大学論集第１８巻第５号，２００６年１２月），
「横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程－ホームヘルプサービス事業を中
心に－」（松山大学論集第１８巻第６号，２００７年２月），「横浜市の福祉行政と
横浜市ホームヘルプ協会－協会設立の歴史・社会的背景－」（松山大学論集第
１９巻第２号，２００７年６月），「社会福祉の改革と市民参加－在宅福祉の思想と
方法－」（松山大学論集第１９巻第４号，２００７年１０月）を用意した。横浜市ホ
ームヘルプ協会は極めて独自色の強いものであったが，しかし，それと目的を
同じくするような試みが横浜市以外の自治体になかったわけではない。横浜市
ホームヘルプ協会と形を異にするものの，武蔵野市，調布市における試みには
横浜市の構想と共通するところがある。小論では，横浜市ホームヘルプ協会の
考察を念頭におきながら，調布市の「調布ゆうあい福祉公社」の考察を行い，
横浜市ホームヘルプ協会の特性と歴史的位置を理解する一助としたい。
２．高齢化と行政の対応－調布市総合計画－
我が国の戦後の復興とそれに続く高度経済成長が大都市への人口集中とそれ
に伴う深刻な都市問題をもたらしたこと，１９７３（昭和４８）年に発生したオイ
ルショックを契機として福祉の見直しが革新自治体の施策にも大きな影響を与
えたことについては，既に論じたところである（松原：２００７b）。本稿では，横
浜市と同じような推移を経て福祉公社の設立に至った調布市に注目し，調布市
における福祉公社設立の歴史・社会的背景－その時期は，本多嘉一郎（１９６２－
１９７８），金子佐一郎（１９７８－１９８６），吉尾勝征（１９８６－２００２）氏の市長就任（４０年
間）の時期である－を探ることとしたい。
調布という地名は，古代の税制「租庸調」のうち，武蔵野地区の特産であっ
た布を納めていたところに派生する。その後，江戸期には，甲州街道沿いの宿
場町として栄えていた布田五宿（国領，下布田，上布田，下石原，上石原の宿
場）が一緒になり，１８８９（明治２２）年に調布町となった。東京郊外の一農村
にすぎなかった調布町も，大正期以降，別荘・郊外住宅地として注目され，ま
た昭和期には軍需産業や帝都防空のための飛行場が建設されている。終戦後の
１９５５（昭和３０）年，神代町と調布町の合併により調布市が誕生する。１９６４（昭
和３９）年東京オリンピック開催と前後して，甲州街道の整備や大規模団地建
設が進み，東京のベッドタウンとしての機能を持つようになった。このような
経緯は，１９６０年から７０年代初頭にかけて顕在化した流入人口，社会増に表れ
ている（図表１：調布市出生・死亡数と転入・転出数の推移）。
こうしたなかで１９６２（昭和３７）年，本多嘉一郎氏が東京都における初の革
新市長となり，後の飛鳥田横浜市長実現の先駆けといわれた。本多は，市政に
あたってまず広報・公聴の重視をあげ，PR映画の作成，市民相談室の開設，
「主婦と市政を語る会」等を，市民の声を聞く，市政の市民の理解を深める取
組を重要な仕事と位置づけ実行した。これは後に１９７６（昭和５１）年「調布市
まちづくり市民会議」に結実する。１）
１９６９（昭和４４）年には長期総合計画策定方針が定められ，「コミュニティ施
設の整備」，「市民文化施設」等の注目すべきプランが示された。さらに１９７１
（昭和４６）年には，「調布市都市づくり市民会議」が設置され，報告書『都市
づくり市民会議の提言等について』が出されている。この報告書は，後に，「調
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布市基本構想」と「調布市長期総合計画」に活用されている。なお，「調布市
まちづくり市民会議」はその後条例化され，今日まで総合計画への参画がなさ
れている。
１９７３（昭和４８）年に調布市で初めて制定された「調布市基本構想」では，
調布市がめざすべき都市像が５つの柱として示された。５つの柱の第一に挙げ
られたのが，「健康な家庭のだんらんのある市民生活」である（図表２：調布
市基本構想の推移）。
総合計画ではこの第一の柱を実現するために，「子どもたちの世界を育て
る」，「老人に希望と生きがいを」，「恵まれない人たちに自立の力と希望を」，
「婦人の社会的な活動と家庭生活を守る」，という４つの施策目標が建てられ
ている。他の４つの柱と比較した場合に第一の柱の具体的目標の数は際立って
図表１ 調布市出生・死亡数と転入・転出数の推移
（『調布市統計概要』から作成）
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多く，「健康な家庭づくり」が当時の市政においてどれほど重要視されていた
かをうかがうことができる。２）
そして，これら４つの施策目標のうち特に本多が力を入れたのが，全国初の
「敬老手当支給制度」の導入や，「老人憩いの家」建設に代表される高齢者対
策であった。高齢者対策のほかにも，「市民福祉会館」を建設するという具体
的で目に見える作業が行われているが，その背景として，１９７０（昭和４５）年
以降，年少人口が減少に転ずる一方，高齢者人口が増加に転ずるという調布市
における大きな変化－人口の趨勢－を見逃すことはできない（図表３：調布市
人口割合推移）。本多市政の基本方針は，その後の，金子市政，吉尾市政にも
受け継がれることとなる。
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図表２ 調布市基本構想の推移
（『調布市基本構想』から作成）
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金子佐一郎氏が市政を継いだ１９７８（昭和５３）年，日本は低成長期の只中に
あり，景気の停滞や人口増の鈍化に伴う新しい対応が自治体に求められるよう
になっていた。こうした状況下，金子は都市の再開発に力点を置いた市政へと
方針を転換することになった。その変化は，１９８１（昭和５６）年に改正された
基本構想の内容からもある程度読み取ることができる。「新基本構想」では，
「快適で緑豊かな都市環境とあたたかい心のきずなで結ばれるみんなのまち調
布」という街づくり目標と市政における６つの課題が示されたが，課題の第一
にあげられたのは駅前地区の再開発や市街地の再整備，道路整備をはじめとす
る交通機能の向上であり，第二に緑地や住環境整備をはじめとする生活環境の
改善であった。そこには福祉の改善やコミュニティの確立を市政課題の中心に
据えた本多市政との際立った違いがみられる。
吉尾勝征前市議会議長が市長に当選したのは，１９８６（昭和６１）年である。
図表３ 調布市人口割合推移
（『調布市統計概要』から作成）
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吉尾はまちづくりの目標を「すてきにくらしたい・愛と美のまち調布」と定め，
文化に重点をおいた方針を提示することで金子市政と一線を画している。基本
構想における６つの基本方針で第一に掲げられたのは「ゆたかな文化と人を誇
れるまちづくり」であり，まちの文化遺産の伝承や芸術面の向上，生涯学習を
通じた地域文化の醸成が目標に掲げられている。また第二の基本方針には「心
がかよう幸せあふれるまちづくり」のもと，福祉・医療の充実が掲げられた。
第一の基本方針のなかに生涯学習が含まれていたことと重ね合わせると，高齢
者施策を重点化する方向への部分的回帰ということもできる。こうした特徴を
持つ基本構想に従って，吉尾市政の基本計画の目玉となったのが，〈香り高い
地域文化をはぐくむ〉を推進するための「（仮称）調布市市民文化プラザ」の
建設である。その他，社会福祉面においても，福祉の拠点づくりとしての「シ
ルバー総合センター」，「特別養護老人ホーム」，の建設が進められ，福祉の充
実が図られている。
３．調布市の高齢者福祉対策の変遷
民生費・高齢者福祉対策費の動向
調布市の福祉行政の推移を概観するため，まず市の全予算に占める民生費割
合の推移についてみていくこととする。民生費割合の推移を示したものが図表
４：調布市予算民生費割合である。本多市政が始まって３年目の１９６４（昭和
３９）年には，すでに全予算の１６．７％にあたる２億２千万円余が民生費に割か
れていた。その後１９７６（昭和５１）年には３２．０％となり，その後しばらくの間，
全予算の３割を民生費が占める状況が続いた。１９８８（昭和６３）年から１９９４（平
成６）年までの一時期，民生費割合が３０％を切り低落傾向にあったが，１９９５
（平成７）年以降ふたたび民生費割合が３０％台を回復し，現在に至っている。
ちなみに１９７７（昭和５２）年の民生費割合が４０．０％と突出しているのは，当時
着工していた市民福祉会館の建設費計上に拠るものである。
次に，民生費に占める老人福祉費割合の変遷についてみてみよう。民生費の
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構成内容の推移についてまとめたものが図表５：調布市民生費構成の推移であ
る。１９６４（昭和３９）年以後しばらくの間，老人福祉費の割合は３％程度を占
めるにとどまっていたが，各種の高齢者対策事業が始まる１９７４（昭和４９）年
に９．７％と急増して以降，１０％前後の構成比を維持する。さらに１９８６（昭和
６１）年以降，老人ホーム関連の予算増に伴い老人福祉費の構成比はさらに上昇
し，ゴールドプラン開始年の１９９０（平成２）年から介護保険制度が施行され
る２０００（平成１２）年まで，老人福祉費は２０％弱の構成比を維持することとなっ
た。ちなみに１９９５（平成７）年の老人福祉費が突出しているのは，この年に
市営特別養護老人ホーム建設費が計上されたためである。
ここで他の福祉費の構成比に目を転じると，全期間を通じて児童福祉費の割
合がほぼ３０％台と高い構成比を維持していることが大きな特徴である。その
一方，生活保護費は１９６４（昭和３９）の５１．８％から１９７６（昭和５１）年に２０．６％
に至るまで急減しており，その後しばらくの安定期を経るものの，１９９５（平成
図表４ 調布市予算民生費割合
（『調布市予算書』から作成）
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７）年には１０．４％まで下落しており，老人福祉費及び児童福祉費とは対照的
な傾向を示している。
高齢者福祉事業の概要
調布市における老人福祉費の構成比推移をみると，１）老人福祉法が施行さ
れて以降，老人福祉費の対民生費割合が３％台を推移する１９７３（昭和４８）年
まで，２）老人福祉費の構成比が１０％台に突入し，この値を維持する１９７４（昭
和４９）年から１９８５（昭和６０）年まで，３）老人福祉費の構成比が上昇期に入
り，ついに民生費全体の２０％近くに達する１９９０（平成２）年までという３つ
の時期区分が可能である。それは大まかに，昭和４０年代（１９６５～１９７４），昭和
５０年代（１９７５～１９８４），昭和６０年代及び平成初期（１９８５～１９９０），の３つの時
期と理解してもよい。以下，それぞれの時期に実施された主な高齢者福祉事業
について概観する。
図表５ 調布市民生費構成の推移
（『調布市予算書』から作成）
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１）昭和４０年代（１９６５～１９７４）
老人福祉法が開始されて間もない１９６５（昭和４０）年，主な高齢者福祉対策
は，敬老会の開催，敬老金の支給，老人憩いの家の運営，老人クラブ等にとど
まり，健康な一般老人を想定した福祉対策に限定されていた。こうした一般の
高齢者向けの施策は年々充実し，１９６７（昭和４２）年には，老人福祉週間にお
ける諸行事（無料マッサージ，公衆浴場無料サービス，老人と婦人との懇話
会），老人職業相談事業等が開始されている。また，１９７２（昭和４７）年には社
会福祉会館，１９７３（昭和４８）年には調布市初の地域センターが開設され，福
祉施設の充実も徐々に図られていった。
２）昭和５０年代（１９７５～１９８４）
１９７４（昭和４９）年以降，高齢者福祉施策はにわかに活気を帯びることにな
る。１９７２（昭和４７）年には老人福祉手当の支給，１９７３（昭和４８）年には，国
と東京都による老人医療費の助成，「豊かな老後のための市民会議」の開催な
ど，高齢者対策が本流に乗り始めた時期であった。これを受けて，それ以後の
調布市は毎年のように新しい高齢者対策事業の導入が図られることとなる。
まず一般高齢者向け事業として，敬老乗車証給付及び福祉共同農園運営開始
（１９７５），無料マッサージ・老人福祉就労支援・老人居室資金貸付（１９７６），と
様々な事業が開始されたが，その一方で，この時期に大きく展開を見せたもの
が，寝たきり高齢者及びひとり暮らし高齢者対策事業である。寝たきり高齢者
対策としては，早くも１９７４（昭和４９）年にはおむつ貸与事業が始まり，その
後，寝具乾燥事業（１９７６），巡回入浴サービス事業（１９７７）等の各事業が始め
られた。また，調布市に老人福祉課が設置された１９８１（昭和５６）年には訪問
看護事業が開始され，１９８２（昭和５７）年には居宅ねたきり老人見舞品支給が
始められている。
一方，調布市のひとり暮らし高齢者対策の本格的な展開は，１９７７（昭和５２）
年の給食サービス事業に始まる。その後，福祉電話設置助成事業（１９８１），友
愛訪問活動・緊急通報システム事業（１９８３）がそれぞれ開始され，当該高齢者
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が地域で孤立しないための取り組みが事業化されている。
さらにこの昭和５０年代は，高齢者施設対策についても大きく展開を見せ始
めた時期でもある。この時期の老人ホーム関連事業をみると，老人ホーム入所
者一日日帰り（１９７６）や，老人ホーム見学会（１９７８）がそれぞれ開始されてい
る。その背景には老人ホームに対する需要の急増がある。図表６：老人福祉相
談内容の内訳は福祉事務所に寄せられる老人福祉相談の内訳の推移をまとめた
ものであるが，昭和５０年前後には全体の３０％台であった施設入所相談がその
後急増し，全相談件数の５９．２％まで達し，この傾向は１９８２（昭和５７）年まで
続くこととなった。施設入所をめぐる問題が，当時の高齢者を抱える家族に
とって，いかに主要な関心事であったことがうかがえる数字である。
さらに，当時の調布市における老人ホームの措置人数及び待機者人数の推移
をみてみよう（図表７：老人ホームの措置人数・入所待機者の推移）。老人ホ
ーム入所待機者数が調布市の事務報告書に公式統計として掲載される昭和５６
図表６ 老人福祉相談内容の内訳
（『調布市事務報告書』から作成）
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年以降の推移を見ると，特別養護老人ホームの措置人数が順調に伸びているに
もかかわらず，特別養護老人ホームの入所待機者数も同様に増加しており，老
人ホームに対するニーズが高まる様子がわかる。こうした事情が，昭和６０年
代以降の高齢者施設関連の予算増につながってゆくこととなる。
３）昭和６０年代及び平成初期（１９８５～１９９０）
調布市における老人福祉相談内容の推移（図表６）をみると，昭和５０年代
には相談内容の過半数を占めていた施設入所相談が，昭和６０年代に入り徐々
に減少傾向となり，デイサービスやショートステイ等の施設利用，及び医療保
健相談等がこれに代わる様子をうかがうことができる。このような変化
を，１９８５（昭和６０）年以降における調布市の高齢者対策が施設志向から在宅
図表７ 老人ホームの措置人数・入所待機者の推移
注）入所待機者数及び措置人数は，各年度末現在の値である
（『調布市事務報告書』から作成）
調布市の福祉行政と調布ゆうあい福祉公社 １４３
志向への転換として読み取ることも可能である。
調布市では，１９７９（昭和５４）年に開始されたショートステイ事業を皮切り
に，１９８９（平成元）年には在宅高齢者サービス事業が開始され，１９９０（平成２）
年には高齢者サービス調整会議の開始や在宅高齢者介護休養手当の支給開始
等，高齢者の在宅介護を前提にした施策が相次いで行われてきた。そして，時
を同じくして，住宅対策の強化も図られた。１９８９（平成元）年には，高齢者の
ための住宅斡旋開始や一時中断していた老人居室資金貸付が再開されたことに
はじまり，１９９０（平成２）年には住宅改造費の給付，さらに１９９１（平成３）
年には地域高齢者住宅計画の策定に基づく高齢者住宅の確保事業が開始されて
いる。調布市は老人ホームに過度に依存をしないための高齢者対策を構築して
きたと見ることができる。その一つの現れは，老人福祉相談における内訳の推
移である。１９８４（昭和５９）年に新しくカテゴリーに加わった「施設利用（デ
イサービス・ショートステイ）」は年々その構成比が増加し，１９８９（平成元）
年以降は施設入所相談を超えてその構成比が老人福祉相談の中で最も多くを占
めている。
組織の変遷
先述で説明した高齢者対策の変遷は，調布市の行政機構の推移にも現れてい
る。１９６３（昭和３８）年，老人福祉法制定に伴う機構改革で，３つの課と福祉事
務所体制で始まった民生部機構は，その後，福祉事務所の編入（１９６８）や社会
福祉部への名称変更（１９７１）を経て，１９８１（昭和５６）年，老人福祉法制定か
ら１８年を経て，老人福祉課の新設に至る。そして更に，高齢者福祉における
重点施策が施設福祉から在宅福祉へ転換したことに伴って，１９８９（平成元）年，
老人福祉課の下に生きがい対策係，老人医療係，在宅サービス係の３係が設け
られ，現在に至っている。
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４．調布市の福祉行政と調布ゆうあい福祉公社
福祉公社の設立経緯
１９８０年代以降の日本において福祉公社が登場してきた背景には，在宅福祉
サービスが重視され始めたことに加え，多様なニーズに対応するためサービス
供給の多元化が求められてきたという事情がある。
〈サービス供給の多元化〉は，措置型の福祉を主体としたこれまでの福祉体
制の限界を一方では意味している。国，自治体の責任による供給組織は，自治
体直営の場合であれ，社会福祉法人への委託の場合であれ，サービスが硬直化
しやすいことが問題点として指摘されるからである。当然，各自治体の福祉行
政には，「現在の限られた資源を，直接的なサービスと住民相互のケア活動
に，いかに適切な比率で配分するかを決定し，また，それを計画的に遂行して
いく力量が求められるのである。そのためには，地域社会に潜在している社会
資源の発掘や既存の施設・設備の活用，行政サービスの肥大化の抑制，縦割り
行政の無駄の排除，そして新しい行政サービスの運営システムの開発などは必
須の努力事項である。その努力のうえにたって多元的な供給システムを導入す
ることが，地域的な多様性を反映し，実験的試みを行いやすくし，創造的かつ
実効性を保有することができ，住民の主体的な社会参加を可能にする契機をも
つことになるのである」（野口，２００２：２２７）。
そこにおいて供給システムの一つとして有望視されたのが，この時期から都
市圏を中心に設立されはじめた福祉公社，「有料在宅サービス等を実施させる
ために地方自治体がその組織外に設立した団体で，行政の出資と関与を受けつ
つも，別個の法人格をもつかまたはもとうとし，また行政の出資による基本財
源以外にも基金など独自の財源をめざしている行政関与組織」（社会保障・社
会福祉大事典，１９８９：４２７）であり，「行政の支援による地域住民の参加による
在宅福祉サービス供給組織」（野口，２００２：２２９）であった。
このようにして期待の大きかった福祉公社であるが，実際にはどうだったの
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であろうか。野口（２００２：２３３）は，「福祉公社事業の有する『福祉行政の減量
化』『福祉サービス普遍化』『福祉サービスの新たな開発』『福祉サービスの柔
軟性と即応性』『公私共同事業』『福祉サービスへの住民参加』といったキーワ
ードはコインの裏表の性格をもち，事業化のさまざまな段階で問題を生み出し
ていたり，行き詰まりの悩みを抱いている」といい，福祉公社の抱える課題を
指摘する。３）
また，小林（１９９４）も別の側面から福祉公社の問題点に注目する。「調布ゆ
うあい福祉公社」の実態を調査した小林は，「福祉サービスの柔軟性と即応性」
を発揮するため，「調布ゆうあい福祉公社」が多様化・重度化したニーズの掘
り起こしを行ってきた結果，必然的に高度な専門的技術を要するケースへの対
応が不可欠となったというのである。そして，これによって福祉公社に課され
る責任が増大すると，福祉公社が前提とする「相互扶助」「互酬的」活動が崩
れていってしまうだろうと指摘する。福祉公社を含む住民参加型在宅福祉サー
ビス団体全体のその後の動向を見ると，小林が危惧したように，地域住民を担
い手として確保しつつ，サービスの専門性がより強化される方向で推移してい
るとみることができる。そうした指摘を念頭においていえば，地域住民による
互酬的関係を土台として成立してきた福祉公社をどう定めるかということ－福
祉公社の位置づけをめぐる問題－が，今後，大きな課題となろう。
調布ゆうあい福祉公社の設立経緯
そこであらためて福祉公社の位置づけについて考察を進めてみることにしよ
う。一口に福祉公社といっても，設立された自治体の地域特性や設立経緯に
よって様々である。これまで私が取り上げてきた横浜市ホームヘルプ協会が，
委託事業中心，パート雇用，且つ大規模な福祉公社の代表例だとすれば，「調
布ゆうあい福祉公社」は，自主事業中心，会員制，小規模の福祉公社を代表す
る例である。そこで，「調布ゆうあい福祉公社」の設立・変遷の過程を振り返
り，横浜市ホームヘルプ協会との異同に注目しつつ，福祉公社が当該地域の在
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宅福祉に果たしてきた役割について検討を試みることにしたい。
「調布ゆうあい福祉公社」が設立されたきっかけは，高齢者問題への強い関
心を持つ調布市の主婦グループの私的会合にあった。メンバーの一人が調布市
の民生委員であったこともあり，自分たちがまず動き出さなくてはならないと
思い至った彼女たちは，有償で介護・家事サービスを提供する「調布ホームヘ
ルプ協会」を設立した。１９８５（昭和６０）年４月のことである。４）
その後数年を経て，協力会員の無償協力に依存した協会運営は限界に達した
ため，「調布ホームヘルプ協会」は，１９８６（昭和６１）年８月，調布市に財政援
助の要望書を出すことにした。この時期，１９８７（昭和６２）年には市内に特別
養護老人ホームが落成する一方，市の福祉事務所からは「調布ホームヘルプ協
会」へ利用者の紹介が相次ぐなど，調布市における高齢者福祉サービスのニー
ズは施設・在宅の両面において著しく伸張していたのである。そこで，１９８８（昭
和６３）年３月には「調布市高齢化社会検討準備会」からの呼びかけで，「有償
福祉」問題について市当局と市民との話し合いが持たれることになった。
こうした状況をふまえ，あらためて協会理事会において今後の協会のあり方
について話し合いがもたれている。増大する一方の在宅サービスニーズに対応
するには〈民間の活力と安定した行政パワーの協働〉が必要という結論に達し
た協会理事会は市との合併を決議する。かくして「調布ホームヘルプ協会」は
１９８８（昭和６３）年９月に活動を終了し，１０月に「調布市在宅福祉事業団」と
合体することとなった（以下図表９：調布ゆうあい福祉公社の沿革参照）。
「調布ホームヘルプ協会」と「調布市在宅福祉事業団」が１９８８（昭和６３）年
１０月に合併した背景の一つに，同時期に進行していた調布市の男女共同参画
施策の進行があったことを忘れてはならない。１９８６（昭和６１）年，吉尾勝征
が新市長に当選したのを受け，市では新しい「調布市婦人行動計画」を策定し
た。策定にあたって，市から「調布市婦人問題懇話会」へ諮問があり，懇話会
から最終報告書が提出されたのが１９８７（昭和６２）年３月のことである。この
報告書では，来るべき高齢社会設計に向けて「高齢社会に的確に対応する総合
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的福祉サービスの展開」，「新たな地域福祉の推進」という基本方針が提示され
ている。そして，そのための具体的施策の一つとして，行政と民間がそれぞれ
福祉サービスを有償で提供する機関を設置すべきことが提言され，この提言を
受ける形で同年５月に福祉部内に市長プロジェクト「調布市高齢化社会検討準
備会」が設置されることとなったのである。５）この準備会は，同年１０月に「ホ
ームヘルプサービスを実践する団体の形態についての試案」（中間報告）を提
言した。その「試案」では，在宅福祉サービスの課題を解決するための供給組
織「調布市在宅福祉事業団」を市が早々に創設すべきであるという提案があり，
それを受けて事業団設立の準備が急ピッチで進められることになった。「調布
ホームへルプ協会」との合体を前提に，１９８８（昭和６３）年８月，「調布市在宅
福祉事業団」が設立。その後法人格を所得し，１９９０（平成２）年１１月「財団
法人調布ゆうあい福祉公社」となり現在に至っている。
当初，「調布ゆうあい福祉公社」の事業は，ホームヘルプサービス，送迎サービ
スに限られていたが，その後メニューの拡大をはかり，食事サービス，資産活用サ
ービス，財産保全サービス等の新事業が次々と展開された。１９９４（平成６）年７
月には，嘱託ヘルパー制度すなわち市のホームヘルプサービス事業の受託を開
始し，また１９９７（平成９）年６月，調布市立国領在宅サービスセンター・調布市
立国領在宅介護支援センター事業（受託事業）を開始している。さらに２０００（平
成１２）年の介護保険施行時には，介護保険事業（居宅介護支援・訪問介護・市か
らの受託による通所介護），精神障害者ホームヘルプサービス事業を開始した。
このようにして２００６（平成１８）年１１月現在，「調布ゆうあい福祉公社」は，
住民参加型サービス（会員サービス：ホームヘルプサービス・食事サービス・
送迎サービス・日常生活相談サービス・一般相談，生活支援コーディネート事
業，福祉講演会・生きがい講座等），居宅介護支援事業・介護予防支援事業，
訪問介護事業・居宅介護事業・重度訪問介護事業，調布市地域包括支援センタ
ー，調布市国領高齢者在宅サービスセンター等，多様な事業を展開する活動体
に成長した。
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年 月 摘 要
１９８７年 ５月 社会福祉部内に市長特命によるプロジェクト「調布市高齢化社会検討準備
会」を設置
１０月 「ホームヘルプサービスを実践する団体の形態についての試案」提言
１９８８年 ４月 「調布市在宅福祉事業団開設準備委員会」設立
５月 一人暮らし・寝たきりの高齢者を対象に有料在宅福祉に関する調査実施
協力会員研修会開催（月１回）
８月 「調布市在宅福祉事業団のあり方について（報告）」提言
調布市在宅福祉事業団設立
１０月 有償在宅福祉サービス事業（ホームヘルプサービス）開始
「食事サービスのあり方について専門委員会」設置
１９８９年 １月 送迎サービス事業開始
時間外，休日の割増料金を定める
６月 第一回基礎研修開催
９月 機関紙「ほっとらいん」発行
「地域に根ざした食事サービスのあり方」提言
１９９０年 ２月 利用会員・協力会員に関する調査実施
５月 第一回福祉講演会開催
７月 調布市民在宅福祉意識調査実施
８月 「資産活用制度検討のための専門委員会」設置
１０月 生きがい講座開催
調布市在宅福祉事業団解散
１１月 財団法人調布ゆうあい福祉公社設立
１９９１年 １月 協力会員交流会開催
２月 食事サービス事業試行開始
３月 福祉サービス管理システム開発
４月 食事サービス事業開始
「食事サービス運営委員会」設置
１０月 生きがい講座自主サークル誕生
１９９２年 １月 「事業のあり方専門委員会」設置
１０月 福祉資金融資あっ旋サービス事業開始
１２月 痴呆性高齢者を地域で支えていくための集い開催
１９９３年 ５月 「高齢社会に対応した住民参加による福祉サービスの展開」提言
６月 「サービス事業の実施作業委員会」設置
図表９ 調布ゆうあい福祉公社の沿革
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５．調布ゆうあい福祉公社の特徴
調布市における食事サービス事業
調布ゆうあい福祉公社（以下，特別の箇所を除いて「公社」と表記する）の
もつ大きな特徴の一つとして，食事サービスに代表される総合的な在宅福祉サ
ービスをいち早く提供できたことが挙げられる。公社がこのような試みを成功
させた背景を考察するため，まず調布市における食事サービス事業の推移につ
いて述べたい。
１９７０年代の調布市では，当時実施されたひとり暮らし老人実態調査を通じ
て，独居老人が食事の準備に不自由している様子が大きくクローズアップされ
た。やがて，このような状況を憂慮した民生委員有志の話し合いがきっかけ
で，彼らによる「集合方式」での会食が１９７７（昭和５２）年にスタートされる
年 月 摘 要
１９９４年 ４月 財産保全サービス事業開始
７月 嘱託ヘルパー制度開始（受託事業）
１９９５年 １月 「国領在宅サービスセンター」事業のための専門委員会設置
１９９７年 ６月 調布市立国領在宅サービスセンター・調布市立国領在宅介護支援センター
事業開始（受託事業）
通年（３６５日）事業運営開始
１９９８年 ４月 夜間ホームヘルプサービス事業開始（受託事業）
公社住民参加ホームヘルプサービス家事・介護サービス料金を一本化
１９９９年 ４月 精神障害者ホームヘルプサービスモデル事業実施
２０００年 ４月 介護保険事業開始（居宅介護支援・訪問介護・市からの受託による通所介
護）
精神障害者ホームヘルプサービス事業開始（受託事業）
２００１年 ４月 ホームヘルパー２級講座開始（受託事業）
２００３年 ３月 支援費制度における訪問介護事業所を開始
８月 精神障害者ホームヘルパー養成講座開始（受託事業）
２００４年 ６月 「公社のあり方検討」のための検討委員会を設置
「生活支援コーディネート検討事業」に関する調査研究委員会の設置
『共に生きがいを１０th』『５周年記念共に生きがいを』『ゆうあいサービスのご案内』から作成
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に至る。この試みは，その後１９７９（昭和５４）年に「調布市老人給食運営協議
会」の設立へと展開し，地域福祉センター（１０ヶ所）において地域のボラン
ティアによって調理された食事を，高齢者とボランティアが週１回，会食する
という老人給食事業（現高齢者会食サービス）へと結実したのである。６）
その後，様々な運営主体によって類似事業が展開されることとなる。１９８３（昭
和５８）年開始の在宅高齢者サービスセンター事業では，ボランティアを主体
とする「調布市いきいきクラブ調理運営協議会」が給食サービスを受託実施す
る。さらに１９９６（平成８）年には，小学校の空き教室を活用してデイサービ
スにてボランティアが給食を提供する「ふれあい給食事業」も始められた。こ
れらの事業は，調理ボランティアの主婦たちに依存する面が多く，運営体質が
脆弱であったためにその成果も限定的なものであったが，その後の調布ゆうあ
い福祉公社の事業をみていく場合にこのような前史が存在したことは記憶され
てよいだろう。
調布ゆうあい福祉公社による食事サービスの展開
公社の設立に際し，開設準備委員会では公社の運営方針について様々な検討
がおこなわれたが，その中でも特に注目されたのが，ひとり暮らし高齢者の食
事サービスニーズへの対応であった。この食事ニーズへの対応に早急に対処す
ることを決定し，公社設立の１９８９（平成元）年にさっそく食事サービス専門
委員会を設置し，２年後の１９９１（平成３）年に食事サービスを開始した。７）
しかし当時の公社は，調理を行う自前の設備を持っていなかった。そのこと
と住民意識を喚起しようというねらいが一方にはあり実際の運営にあたって
は，外部団体の「おなかまランナー運営協議会」が事業を受託，実施すること
となった。この「おなかまランナー運営協議会」は，調理，配達ならびに食生
活に関する調査研究の３事業について，公社からの委託を受けた。事業受託に
あたって協議会は，高齢者や障害者のみならず高齢社会を迎えるすべての
人々に必要とされる役割として食事サービスを請け負うこと，自らの地域に
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おける新しい形態の仕事＝コミュニティジョブとして食事サービス事業を位置
づけること，という２点を基本方針とした。そのため事業の展開にあたって
は，仕入れから調理，配達，組織運営に至る全てのプロセスに市民が直接携わ
る方式を採用した。さらに，地域住民へのサービス浸透のため，当時の関係者
達は，配達専用車に周知のためのステッカーを貼ったり，協力会員の団体名称
（おなかまランナー）を公募したり，参加できることから協力してもらうよう
に住民の参加を促す等，様々な工夫に取り組んだという。
このような地道な取り組みが功を奏して，食事サービス事業はその後順調な
発展を示した。さらに，１９９７（平成９）年には国領在宅サービスセンター内に
専用調理場が完成し，３６５日配食サービスを開始したほか，レストランが併設
されデイサービス利用者や近隣住民への食事の提供等，事業内容も多角化し
た。その結果，事業が開始した１９９１（平成３）年度に６８８人に留まっていた
年間利用者数は，２００７（平成１９）年現在で，２，３６９人という実績を挙げるに至っ
ている。
食事サービス事業展開・継続の背景
これまで，調布ゆうあい福祉公社の住民参加型サービスすなわち自主事業の
「食事サービス」を概観してきた。これをふまえて，次になぜこのような事業
展開・継続ができたのかについて考えたい。
食事サービス事業が成功した要因として，当時の関係者が口をそろえて指摘
するのが，地域住民の巻き込み参加に成功したという点である。当時公社設立
に携わった開設準備委員会メンバーの一人は，「（食事サービス事業の実施にあ
たって）ホームへルプサービスへの参加者層とはまた異なる層の市民が，協力
を申し出て定着していった」と証言している。８）
多様な層の市民の協力を仰ぐことができた背景には何があるのだろうか。食
事サービスという活動が協力会員にとって様々な点で参加しやすかったことが
要因の一つに挙げられよう。食事サービスが気軽に参加しやすい活動であるこ
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とに加え，食事は生活の基本であるため利用会員の生活を支えているという強
い使命感を抱きやすいこと，さらに利用会員の様子が目に見え実感しやすく，
利用会員からの声が届きやすいこと等が，協力会員のモチベーションの維持に
つながったのではないかと想像できる。時には，障害をもつ食事サービス利用
者から協力の申し出があり実際参加してもらった事例もあり，食事サービスを
通じた地域住民同士の支えあい意識が，いかに地域住民に深く浸透していたか
をうかがうことができる。
６．公社設立の歴史・社会的背景
それまでの無償・無料のボランティア活動とは一線を画し，地域住民間の相
互扶助や連帯を基盤として有料で在宅福祉サービスを提供する非営利組織，す
なわち「住民参加型在宅福祉サービス組織」が普及しはじめたのは，１９７０年
代後半のことである（松原，２００６）。
「住民参加型在宅福祉サービス」の特徴として挙げられる点は，住民参加に
より住民主体で運営される点，会員制により平等なメンバーシップが確保され
ている点，有料・有償のサービスである点，非営利性である点等である。そし
て，活動の意義ないし固有の理念として，有償でありつつボランティア精神が
維持されていること，住民相互の助け合いのシステム，社会や地域に対する活
動利益の還元，利潤を追求しない点等の要件を持つとされている（全社協，
１９８７）。
住民参加型在宅福祉サービス組織は，その運営主体によって何種類かに分類
が可能である。当初，全社協では，それを，市民参加方式，公社・事業団第三
セクター方式，市町村社協方式，消費生活協同組合及び協同組合方式という４
つのタイプに分けていた（全社協，１９８７）が，その後，住民のグループが運営
する「住民互助型」，行政が関与し福祉公社を設立する「行政関与型」，社会福
祉協議会が自主事業もしくは行政の委託・補助を受けておこなう「社協運営
型」，消費生活協同組合・ワーカーズコレクティブ・農業協同組合が相互扶助
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的観点から行う「協同組合型」，施設の専門的な資源を活用して行う「施設運
営型」，その他と，分類枠組は６つの種類に細かく分けられている（全社協，
１９８９）。
全社協が１９８７年度に実施した初回調査によれば，「住民参加型在宅福祉サー
ビス団体」の総数は，１２１団体（行政関与型：６団体）だったが，１０年後の
１９９７年度調査では１，１８３団体（行政関与型：５１団体）を数え，団体数は１０倍
に増加している一方，「行政関与型」団体は，この１０年間，全体の４－５％で
推移しているのである。これを自治体が在宅福祉サービスを重視してきた結果
と理解してもおそらく間違いではあるまい。それであれば，在宅福祉サービス
の担い手確保を含め，福祉公社によるサービスの展開に際して，自治体のあり
方が検討されなければならないであろう。
先述のように，在宅福祉サービス重視の方向が打ち出され始めたのは１９７５
（昭和５０）年前後のことであるが（松原，２００６），「行政関与型」である福祉
公社が全国的に展開する一つのきっかけとなったのは，１９８９（平成元）年の福
祉関係三審議会合同企画分科会の最終意見具申である。この最終具申では，各
種の社会福祉の改革を国レベルで実施していくための基本構想が，「今後の社
会福祉の在り方について」として取りまとめられた。具体的には，市町村の
役割の重視，社会福祉事業の範囲の見直し，福祉サービス供給主体の育
成，地域における提供体制の整備等が指摘されている。すなわち，福祉サー
ビスの供給体制の見直しにおいて，市町村などの行政関与型在宅福祉サービス
の公益法人化や社会福祉法人に対して，措置施設中心のこれまでのあり方を越
えた地域福祉の担い手として事業を展開することを期待され，社会福祉事業団
についても地域の実情に応じて拡大を図ることにより活性化につながることを
提案している。これを受け，同年１０月の「高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴ
ールドプラン）」では，ヘルパーを１０万人体制にすること，「寝たきり老人ゼ
ロ作戦」の展開，特別養護老人ホーム，過疎地域における高齢者生活福祉セン
ターの整備などが掲げられた。さらに１９９０（平成２）年には，社会福祉関係
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八法（老人福祉法，身体障害者福祉法，精神薄弱者福祉法，児童福祉法，母子
及び寡婦福祉法，社会福祉事業法，老人保健法，社会福祉・医療事業団法）の
改正を骨子とする「老人福祉法等の一部を改正する法律」が成立した。これに
よって，施設入所の措置権限が市町村に委譲され，施設福祉と在宅福祉の市町
村レベルによる一元化と老人保健福祉計画の策定が都道府県，市町村に義務づ
けられ，ゴールドプランを見直す契機となった。また同年には，保健医療・福
祉マンパワー対策本部が開設され，１９９１（平成３）年には「保健医療・福祉マ
ンパワー対策大綱」では，社会福祉労働の従事者に対する処遇改善，資質向
上，専門資格者の活用，就業促進が掲げられた。
こうした中での老人保健福祉計画の策定後，１９９４（平成６）年の大蔵・厚生・
自治三大臣合意による「高齢者保健福祉推進十か年戦略の見直しについて（新
ゴールドプラン）」では，ヘルパーを１７万人，ショートステイを６万人分，デ
イサービス・デイケアセンターを１万７，０００ヶ所とする等の目標が示された。
またこのプランでは，ヘルパーの大幅な増員やデイサービスセンターなど社会
福祉施設の充実を含む数値目標と並び，ヘルパーの普及を図る等質的改善にも
言及されている。在宅福祉重視の方向は新ゴールドプランではさらに明確にさ
れたが，ここで注目すべき点は，これらの整備目標に加え，在宅福祉サービス
に関する基本的枠組が示されたことである。すなわち，多様化し重度化する介
護サービスニーズの充足のために，利用者によるサービスの選択と，競争を通
じた効率的でかつ質のよい介護サービスの供給を進めるため，公的サービスに
加えて，民間サービスの積極的活用のため，介護サービスの実施主体に関する
規制緩和，民間事業者への事業委託の推進が図られたのである。１９９０年代に
全国的に福祉公社が拡がり定着していった背景には，在宅福祉の重要性を認識
し，先述のような福祉政策の転換を打ち出した国の姿勢と方針があった。そう
した国の姿勢と方針は，地域レベルにおける計画的な在宅福祉サービス事業の
展開を求め，各自治体はその実行を課題とするに至ったと理解される。
調布市の場合，１９９２（平成４）年「ホームヘルプ事業運営の手引き」９）によ
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り事業委託先が公社等に拡大されたことを契機に，調布市地域福祉計画
（１９９３）においてサービス地区の設定が行われ，１９９４（平成６）年からは，市
の委託事業として，嘱託ヘルパー（１９９２年から開始）によるホームヘルプサ
ービスを調布ゆうあい福祉公社が開始した。１０）さらに，ホームヘルプサービス
以外にも市からの委託事業を受け，また介護保険指定事業者団体としての事業
も加わり，調布ゆうあい福祉公社の理念である「市民相互の助け合いと自立支
援のための質の高いサービス提供を通じてあたたかい地域づくり」を目指して
住民参加型サービスの事業内容を継続して展開しているのである。
７．お わ り に
〈はじめに〉において記したように，小論は，「調布ゆうあい福祉公社」の設
立背景を若干の資料に基づいて考察することを目的としたものである。横浜市
と調布市の場合に限定してみると，横浜市ホームヘルプ協会が横浜市の委託事
業に拠る財政基盤のもと，主婦層のパート労働力を背景に在宅福祉サービスを
大規模に展開したのに対し，調布ゆうあい福祉公社は，地域住民の連帯意識を
基盤として，小規模でありながら全国に先駆けてひとり暮らし高齢者に対する
食事サービス事業を実施したという点で違いがある。
横浜市ホームヘルプ協会の場合，横浜市という広範囲な地域をカバーしなけ
ればならないという使命があり，常に担い手不足に直面し続けていた。さら
に，在宅福祉サービス事業を安価に済ませようとする行政サイドの思惑と，パ
ートタイマーとして生活費を稼ごうとするヘルパーの意識が複雑に絡み合い，
ヘルパーに対する不断の待遇改善によって人手の確保に努めざるを得ないとい
う事情があった。そして，このような限界が，「行政の役割を代わりに遂行す
るという自己限定の姿勢」（野口，１９９３）を導くことになった。
それに対し，調布ゆうあい福祉公社は，横浜市ホームヘルプ協会が横浜市の
委託事業に大幅に依存したのとは異なり，住民参加型サービスを残しつつ，介
護保険事業者，市からの委託事業と，複数の柱を軸に財団法人による運営を継
調布市の福祉行政と調布ゆうあい福祉公社 １５７
続した。そのために調布市の場合には，横浜市ホームヘルプ協会が自治体の強
い影響下に置かれ「住民参加」の理念を徐々に希薄化させていったことと比較
すると，その運営に「住民参加」の理念を一定程度保持しているといえるので
ある。
調布ゆうあい福祉公社が，その運営に際して「住民参加」の理念を生かし続
けてこれたのはなぜであろうか。理由はいくつか挙げられようが，本稿で特に
注目したいのは，「食事サービス」という活動が地域住民間の連帯を育てる上
で一定の役割を果たしたという点である。「食事サービス」が参加者の意欲の
維持を図りやすい活動であるという点は先に述べたが，「食事サービス」の持
つ意味はそれにとどまらない。食事の配達を通じて，サービス利用者の安否を
確認したり，体調不良等の変化をいち早く察知できる等，地域の高齢者のニー
ズを適確に把握するという大きなはたらきを有しているのである（全国社会福
祉協議会，１９８３：２６）。
このように，社会参加を求める住民の気持ちが地域で困窮する高齢者の理解
へ結びつくところに，真の意味での「地域住民の連帯の土壌」が培われる。高
野（１９９３）は，住民参加型在宅福祉サービス団体の存在意義を「自主事業を中
心として地域住民の相互扶助関係を補強しあるいは再構成する」ところに見出
した（高野，１９９３：１６２）。調布ゆうあい福祉公社の場合，協力会員自ら運営し
ていく「食事サービス」事業において相互扶助関係の再構成が展開されたので
あり，これこそが公社の「要」であったといえるのではないだろうか。「事業
体としての性格をより強くしていく場合は，移動による大量の離脱者が存在し
ても同時に新規の参加者を採用し得る可能性が前提とされなければならない」
（高野，１９９３：１６３）と考える横浜市ホームヘルプ協会が，委託事業を中心と
して大規模な在宅福祉ニーズに対処するため，大規模なパート雇用を強いられ
たのとは対照的である。
ただし，調布ゆうあい福祉公社に運営上の問題が全くないというわけではな
い。公社において現在特に問題視されているのが協力会員の年齢層の高齢化で
１５８ 松山大学論集 第１９巻 第５号
あり，おなかまランナー運営協議会では世代交代をスムーズに行い，継続可能
にしていくために苦慮しているという。このような状況をふまえると，調布市
における潜在的な在宅福祉ニーズに調布ゆうあい福祉公社は十分対応しきれて
いけるかどうか，不安が残ることは事実である。だが見方を変えれば，公社が
現在抱えるこのような課題は，「住民参加」の理念を生かす型のサービス提供
団体においては，不断の人材確保・人材育成が必要とされることをあらためて
示しているようにも思われる。調布ゆうあい福祉公社が地域のニーズに合った
団体運営を行うには，運営方法の工夫や行政との協力関係等，時代に即した運
営形態の見直しも今後の課題であるように思われる。
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１６２ 松山大学論集 第１９巻 第５号
注１）「調布市まちづくり市民会議」は，飛鳥田横浜市長が「市民参加」を唱えて「一万人集
会」を開催したのと同じく，市長が直接市民の声を聞く機会を持ちたいという思いに基づ
いた企画である。開催当初は「調布市都市づくり市民会議」との名称であったが，条例化
を期に「調布市まちづくり市民会議」と改称する。
２）ちなみに，第一の柱では２７，第二の柱では６，第三の柱では４，第四の柱では６，第五
の柱では１１の具体的目標が建てられた。
３）野口（２００２）が指摘する福祉公社の諸特徴のうち，「福祉行政の減量化」すなわち「実
質的な公的福祉の縮小」について，西尾（１９７９）が興味深い指摘を行っている。有償ボラ
ンティア活動が「安上がり福祉」に道を拓くものであるという批判に対し，西尾は，民間
活動を公共的営為と私的営為とに分けた上で「ボランタリズムという言葉は，市民が公共
的な目的のために自主的自発的に行う公共的活動のみをさす言葉」であるとし，その活動
が行政の「先導」であるか，「肩代わり」であるかの区別は，何をもってミニマムとする
かを決定した上でないと決めつけられないという。このような西尾の指摘を踏まえつつ，
野口はこの問題について，「新しい社会福祉サービスの必要性が自覚され，要援護者など
の当事者を中心とした住民自身による対応が進行している状況は同時に，政策主体の有料
在宅福祉サービスの内在化，実質的な公的福祉の縮小が進行していることである」と結論
づけている（野口，１９９０：７３）。
４）調布ホームヘルプ協会は，ひとり暮らしで家族の協力が得られない高齢者，又は家族介
護者のみでは十分な高齢者介護ができない世帯を対象に，地域の協力を得て家事援助等を
行い，すみよい地域社会をつくることを目的に掲げて設立された。協会の構成員は，正会
員（利用者），協力会員（ヘルパー），賛助会員によって構成される。サービス時間は２時
間から６時間の範囲とし，そうじ・洗濯・食事の世話・買物・身の回りの世話・話し相
手・各種相談等の活動が展開された。発足時の１９８５（昭和６０）年４月は，正会員（利用
者）１２名，協力会員２０名から，１９８８（昭和６３）年度正会員（利用者）４６名，協力会員
３４名となった。しかし，協力会員の活動費を捻出するために，運営費（人件費：事務処理・
訪問・相談，部屋代，電話代）等，経費切り詰めのため時間外・残業は無償での体制であ
り，赤字解消と協力会員の確保に困難を極めていたという。
５）その際の吉尾市長のメモが資料として残っているが，このメモには「生涯福祉の確立の
ために，在宅福祉，地域福祉を向上させたい。そのためのシステム調布方式の福祉施策を
体系づけておく。有償福祉を制度化，財産担保による福祉を保障する制度，食事サービ
ス。社協と理解を深めながらも事業団方式でやる」等の指示が残されている。当時の関係
者３名に対するインタビューでも，吉尾市長の役割が大きかったという点では，全ての方
の意見が一致していた。
６）ちなみにこの老人給食事業は１９８４（昭和５９）年に市社協に引き継がれて現在に至って
いる。
調布市の福祉行政と調布ゆうあい福祉公社 １６３
７）調布市在宅福祉事業団開設準備委員会報告（１９８８）では，ホームヘルプサービス，相談
事業等のスタートとならんで，食事サービス（１日２食，毎日）の検討・討議，実現を最
重点項目の一つにあげている。その後設置された食事サービス専門委員会では，「食事は，
基本的な欲求を満たすだけでなく“健やかに老いる”ための条件であると考え，食事サー
ビスもそれにふさわしい質と量を確保し，高齢社会を支える基本的な仕組みの一つとする
必要がある」と位置づけ，かつ運営方式については「運営方式を福祉公社の直営とする場
合，調理方法・配食方法などについて協力会員を中心とする積極的な運営方法が望まれ
る」と地域住民に密着した方法を提言した（食事サービス専門委員会報告：１９８９）。
８）現在調布市市民部長である齊藤順子氏は，公社設立当時，開設準備委員会のメンバーの
一人であり，その後調布ゆうあい福祉公社に出向して公社での実務に参与した（１９９５年３
月まで）。本文で引用した証言は，齊藤氏へのインタビューに基づいたものである。また，
現在調布ゆうあい福祉公社訪問事業課課長の土屋典子氏も，「公社の仕組み（専門委員会
設置）と職員，会員，地域住民等の人の存在が大きかった」と齊藤氏と同様の発言をして
いる。
９）「ホームヘルプ事業運営の手引き」では，サービスの多様化・多元化について包括的な
検討を行っている。ホームヘルプサービス実施主体の多元化，派遣対象の拡大，派遣決定
につきケアマネジメント体制の確立，派遣回数の柔軟化，他のサービスとの有機的連携の
必要性，効率的運用すなわち「チーム運営方式」推進の必要性，早朝・夜間・休日等事業
拡大の必要性等に触れ，広範な課題の存在が提起されている。
１０）以前調布市では，市ヘルパー，嘱託ヘルパー，調布ゆうあい福祉公社，家政婦紹介所の
４種類のヘルパーで対応していた。１９９４年，委託事業として嘱託ヘルパーは公社の所属と
なり，介護サービスは実績のあった調布ゆうあい福祉公社への委託に至った。その後１９９６
年７月，医療法人への委託，１９９６年１０月，社会福祉法人への委託が開始された。この結
果，調布市のホームヘルプサービスは介護サービスに関して地区ごとに分割された。調布
ゆうあい福祉公社では嘱託ヘルパー導入の際，ボランティア参加型の活動を重視する公社
のコーディネーターからは，全て嘱託ヘルパーに移行するのではないかという危機感から
の反対意見が多く出されたが，結果として，嘱託に移行する会員ヘルパーもいた一方，そ
のまま会員ヘルパーにとどまる層も多く見られた。事業を受託した結果，調布ゆうあい福
祉公社の財政は安定化し，嘱託ヘルパーに時給８００円から１，７３０円支払うことが可能にな
り，介護サービスの専門職のヘルパーを雇用することができた等，公社には多くの恩恵が
もたらされた。
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